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効率賃金，価格および雇用・生産の決定＊
一賃金・価格の硬直性のミクロ的基礎一
嶋　村　紘　輝
は　じ　め　に
　賃金・価格の硬直性という現象をミクロ経済学的に基礎付けるため，これま
でに様々な仮説が提唱されてきた。例えば，相対賃金，労働組合の交渉力，長
期賃金契約の存在と賃金改定の時間的ずれ，暗黙の契約，効率賃金，インサイ
ダー一・アウトサイダー一，マークアップ価格付け，長期価格協定の存在と価格改
定時期のずれ，メニュー・コストなどの要因に着目して，賃金や価格の硬直性
を合理的に説明する試みが数多くなされてきたのである。
　なかでも「効率賃金」の考え方は，ニュー・ケインジアンの経済学において
特に重要視されてきた仮説の1つと言えよう。効率賃金理論によれば，企業の
利潤最大化行動の結果として，賃金の硬直性および失業の存在を明らかにする
ことができるからである。本稿の目的は，この効率賃金理論を核にして，賃
金・価格の硬直佳にミクロ理論的な基礎を与えるとともに，雇用や生産はどの
ように決定され，変動するのかを考察することにある。
＊　本稿は早大特定諜題研究助成（95A－104）による研究成果の一部である。
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　このため，まず，労働者の生産性は企業の支払う実質賃金が高まるにつれて
上昇する，という効率賃金理論の基本的主張を正当化する理由を挙げる。そし
て，効率賃金の基本モデルとそのインプリケーションを示す（第1節）。
　次に，効率賃金に独占的競争を加味したニュー・ケインジアン・モデルを作
成して，企業の最適行動を分析する。その結果から，賃金，価格，雇用，生産
はいかに決定され，どんな特徴を持つかを明らかにする（第2節）。
　さらに，効率賃金の水準は景気の状況に影響される可能性を考慮して，効率
賃金モデルの拡充を図る（第3節）。
　ところで，効率賃金理論による実質賃金の硬直牲の説明は，財価格の硬直性
を意味するものではない。そのため，メニュー・コスト理論とマークアップ価
格形成方式に注目して，企業の最適行動の観点から，価格は硬直的になりうる
ことを明確にする（第4節）。
　最後に，実質賃金は効率賃金の水準で硬直的であると同時に，価格も現行の
水準で硬直的な状況のもとでは，総需要の変動は経済にどのような効果を及ぼ
すかを，財市場と労働市場の相互作用に配慮しながら検言寸する（第5節）。
1．効率賃金の理論
　効率賃金理論の基本的な考え方は，労働者の生産性は企業の支払う実質賃金
に依存し，実質賃金が高くなると労働者の生産憧は上昇する，という点にある。
この場合，たとえ失業が存在するとしても，賃金を引き下げることは必ずしも
企業にとって有利ではない。賃金引き下げは労働者の生産性を低下させ，か
えって労働コストを高める緒果になるからである。
A、実質賃金と労働者の生産性
　はじめに，企業の支払う実質賃金が高まるにつれて労働者の生産性は上昇す
る，という主張を正当化する理由を挙げておく。この問題については様々な仮
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説が提起されているが，以下では4つのカテゴリーに分けて概説するω。
　第1は，Shapiro　and　Stiglitz〔1984〕に代表される「怠業モデル」（shirki㎎
model）である。企業が労働者に対して競争均衡賃金を支払う場含には，労働
者は仕事を怠けて解雇されることを余り恐れない。もし怠業のために解雇され
たとしても，同じような仕事を容易に見つけることができるからである。低い
賃金は怠業による労働者の生産性低下を引き起こす。また，これを防止するに
は，多大な監督コストがかかる。
　反対に，企業が市場水準よりも高い賃金を労働者に支払う場合，労働者は仕
事を怠けて解雇されることを大いに心配する。もし解雇されると，他に現在よ
りも良い条件で雇用される可能性は低い。怠業により解雇されるコストは極め
て高いことになる。したがって，労働者は高い賃金に見合った努力を払うため，
労働者の生産憧は高くなる。高い賃金はかえって企業の労働コストを削減させ，
利潤増加に寄与する。
　第2は「労働移動モデル」である。景気が悪く失業者が増えたからといって
企業が賃金を引き下げるならば，他で良い仕事に就ける優秀な労働者は転職し
てしまう。生産性の低い労働者だけが残るということになりかねない。しかし，
企業が市場賃金を超える高い水準の賃金を支払う場合には，生産性の高い労働
者の離職は阻止される。離職率は下がり，新しい労働者を採用したり訓練する
コストの削減が可能となる。緒局，高い実質賃金は労働者の生産性を高めると
同時に，労働移動にかかわるコストを減少させて企業の利潤にプラスとなる。
　第3は、「逆選択モデル」である。労働者の質は多様であり，労働市場には情
報の非対称性が見られる。つまり，各労働者は自分の能力，仕事に対する熱意
等について雇用者よりもよく知っている。このような場合，労働市場では逆選
ω効率賃金仮説の展望については，例えば，Ydlen〔ユ984〕，K池〔工988〕．S衙owd㎝、Vaηe盆日d
　Wynarczyk〔lgg4〕。hapt．r7を参照口
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択の現象が起こる。企業としては，レモン（生産性の低い労働者）をつかまさ
れ，教育・訓練に多額のコストをかけたり解雇したりすることを避けるため，
むしろ高い賃金を提供した方が有利になる。労働者の能力と留保賃金の間に正
の相関関係があれば，高い賃金は生産性の高い労働者を惹きつけることになる
からである。より低い賃金でも働こうとする応募者はレモンと見なして採用し
ない。
　第4はAker1cf〔1982〕やAkerlof　and　Yellen〔1990〕によって提口昌される
「社会学的モデル」である。労働者は企業によって公平に処遇されていると感
じる場合には，労働意欲，企業への忠誠心を高めるので労働者の生産性は上昇
する。例えば，企業が労働者に対して市場賃金よりも高い賃金を支払い，プレ
ミアム分（市場賃金を超える額）の贈物をすれば，労働者はそれと交換に，よ
り大きな努力を払うという贈物でお返しする。その結果，労働者の生産性は高
まり，利潤は増加することになる。あるいは，公平の絶対的な基準はないので，
労働者は同じような条件を持つ他の労働者の状況と比較して公平賃金を形成す
る。自分に支払われる賃金が公平賃金よりも低く，不公平に扱われていると感
じるときには，労働者はそれに応じ努力を調整する。逆に，公平賃金よりも高
い賃金を受ける場合には，企業によって厚遇されていると感じ，労働に一層の
努力を払う。
B．効率賃金の基本モデル
　以上で述べた通り，効率賃金理論でぱ，いかなる理由を考えるにせよ，労働
者の生産牲は企業が支払う実質賃金が高くなるにっれて上昇する，と想定する
点に特徴がある。したがって，実質賃金をω，労働者の努力（生産性，効率）
水準を召で表せば，両者の剛二は，
（1）召㍉（ω）　。’（〃）＞O
という関係があるものと仮定する。
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第1図　努力曲線
　こうした実質賃金と労働者の努力水準との問の関係は，例えば第1図の努力
曲線0Eのように描ける。労働者は実質賃金の上昇に対応してより懸命に努力
するので，努力曲線は右上がりの形になる。ただし，労働者の努力については，
実質賃金が低い段階では，実質賃金の上昇に伴う努力の増加度合は大きくなっ
ていくが，実質賃金がある段階まで高まると，それ以降は実質賃金の上昇に伴
う努力の増加度合は次第に小さくなっていくことが仮定されている｛2〕。これが
努力曲線をS字型に描いた理由である。
　労働者の努力曲線が第1図の曲線0Eによって示される場合，、企業が支払う
実質賃金1単位当たりの努力水準垣（ω）んが最大になるのはF点においてで
ある。言い換えれば，労働者の努力1単位当たりの実質賃金ω／召（〃）はF点
②　つまり，刮の低い段階では岳7鋤〉0、醐の高い段階では〆ω〈0と仮定する。
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で最小になる。このF点においては，原点と努力曲線上の点を結んだ直線の
傾き2（ω）／〃が，努力曲線の接線の傾きd召（ω）／伽とちょうど一致して，
　　　d2（ω）　〃　（2〕　　　　　　二1　　　　伽　θ（ω）
という関係が成り立つ。すなわち，努力の実質賃金弾力性は1に等しい。この
条件を満たす実質賃金を特に「効率賃金」（effici㎝cywage）と呼ぶ。第1図
では，F点に対応する実衰賃金ωホが効率賃金にあたり，そのときの努力水準
は8になる。
　効率賃金の持つ意味合いを，企業の最適行動に基づき明らかにしよう｛3〕。そ
のため，代表的な企業の生産関数は，
　／3〕γ＝〃（召（ω）五）　F’（・）＞0，F”（・）＜0
によって与えられるものとする。ここで，γは生産量，五は労働投入量（雇用
労働者数），θ（ω）Lは効率単位で測った労働投入量，λは技術進歩（生産性
ショック）の変化を表すパラメーターである。上式は，実質賃金〃が生産関
数に労働増大的な形で組み込まれることを意味する6
　この場合，企業の実質利潤は，
　（4）　π＝λF（召（ω）L）一〃L
と表せる。通常の完全競争モデルであれば，企業は実質賃金ωを競争均衡水
準〃、で一定と見なして，利潤を最大にするように労働投入量五を決める。し
かし，効率賃金モデルでは，企業はその労働者に他の企業が支払う賃金よりも
高い賃金を払い，労働者の生産性を高めさせて利潤の増加を図る，と考える。
それゆえ，企業はみずから支払う実質賃金は競争均衡水準よりも高いという条
件（ω≧μ）のもとで，利潤最大化を実現するように労働投入量Lおよび実質
13〕基本文献はSo1ow〔1979〕である。また，数学的展開については，BlanchardandFischer
　〔1g8g〕chapte．g，Kat。〔1g88〕，LesIle〔1gg3〕chapter8，Tu．ner〔1gg3〕chapte．5等を参照。
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賃金ωを決めることになる。
　利潤最大化の1階条件は，／4〕式より，
　　　∂π15〕一＝〃1（召（〃）五）・’（ω）L一五＝0
　　　∂ω
95
　　　∂π（6〕亙：州・（・）L）・（ポω＝0
のようになる。まず，以上の（5〕，（6）式から，
　　　8’（ω）〃
　（7〕　　　　＝1　　　2（ω）
という関係が得られる。上式の左辺は，（2）式で示した努力の実質賃金弾力性に
ほかならない。したがって，企業は最適実質賃金を努力の実質賃金弾力性が1
になる水準，すなわち効率賃金ω＊の水準に決めることがわかる。もし努力曲
線が第ユ図のように表せるならば，企業はF点に対応する効率賃金〃ホを，最
適実質賃金の水準として選択するのである。
　次に，（7）式から求められるω二〃＊を16）式に代入すると，
（8）〃’（召（ω出）五）召（ω＊）＝〆
になる。上式の左辺は労働の限界生産物∂〃∂工を表すから，これより，最適
労働雇用量は労働の限界生産物が効率賃金と等しくなる水準に決められること
がわかる。
　以上の内容を図で表すと第2図のようになる。右上がりの曲線∫止は労働供
緯典線である。右下がりの曲線1〕エは労働需要曲線であり，18）式の左辺で示さ
れる労働の限界生産物を表す。つまり，実質賃金と努力水準がそれぞ糺ωホ
（効率賃金）と8＝虐（〃ホ）・に与えられ，技術進歩パラメーターがλの場合，
労働投入量工が変わるにつれて生産量はどれだけ変化するかを表すものであ
る。労働の僕給曲線と需要曲綴の交点Eは競争均衡点であり，〃苗は競争均衡
賃金，五圭は競争均衡雇用量にあたる。
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第2図　効率賃金と雇用
　さて，企業は（7）式より，その実質賃金を効率賃金〃由（≧桃）の水準に設定す
る。効率賃金ω‡は努力曲線の形状・位置のみに依存し，労働投入量とは独立
であるから，横軸に水平な線で描ける。そして，（8〕式より，この効率賃金と労
働需要曲線の交点Fにおいて，労働雇用量はエホの水準に決められるのである。
　実質賃金が刎＊の水準に決められる場合，労働の供総量は第2図のG点に
対応してL、の大きさになる。それゆえ，現行の賃金のもとで働きたくても働
けない非自発的失業が工。イホだけ存在することになる。けれども，企業は賃
金，雇用を利潤最大化水準〃ホ，戸に決めたのであるから，たとえ失業が存在
するとしても，実質賃金を引き下げて雇用を増大させる誘因はない。
　ところで，生産関数がシフトした場合には，実質賃金と雇用量はどう変わる
か。例えば，負の生産性ショックが起こり，生産関数（3〕のパラメーターAが低
下したとする。このとき，労働の限界生産物は減少し，労働需要曲線は下方に
シフトして曲線Dエ1のようになる。効率賃金は生産性ショックには直接的な影
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響を受けないから，〃＊の水準で不変である。したがって，労働雇用量は〃ホ
線とD止1曲線の交点Hに対応して五1＊の水準に減少す乱非自発的失業はL。
一ム1‡の規模に増大する。このように，生産性ショックに対する調整はすべて
雇用面で行われ，実質賃金は一定に留まる。
　要約すると，効率賃金理論によれば，労働者の生産性は実質賃金の増加関数
であって，企業の最適行動の結果，実質賃金は効率賃金の水準で硬直的になる
ということである。
2．効率賃金と独占的競争
　前節の効率賃金モデルは，もっぱら企業の労働投入に焦点を合わせ，実質賃
金と雇用の決定について考察した。本節では，この考察を一歩進め，企業が生
産する財に対する需要を考慮に入れた場合，実質賃金，雇用，財の価格および
生産量はどのように決定されることになるかを検討する。
　以下，効率賃金と独占的競争に基づくAkerlof　and　Yellen〔1985〕タイプの
ニュー・ケインジアン・モデルを構築し，そのモデルのもとで企業の最適行動
を分析する工4〕。そして，賃金，価格，雇用，生産はどのように決められ，いか
なる特徴が見出せるかを明らかにする。
　いま，財市場は独占的競争の状態にあり，同質的な多数（泥個）の小さな企
業がそれぞれ差別化した財を生産しているものとする。各企業は自己の行動が
相手企業に格別の影響を与えることはないと想定する。すなわち，各企業は他
の企業が設定する財の価格（それゆえ平均価格水準）を所与と見なして，利潤
が最大になる水準にみずからの価格と賃金を決める。
　独占的競争下の代表的な企業｛が生産する財｛の需要関数は，
ω独占的競争をぺ一スにしたニュー・ケインジアン・モデルとしては，B1帥ch邑rd証nd　Kiyotak1
　〔1987〕，　Ball　a血d　Cecohe肚i　〔1988〕、　B1anch固rd固nd　Fischer　〔ユ989〕　ch田pter8，Ban　and　Romer
　〔ユ990〕，嶋村〔1995〕等を参照。
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（・け一（与ジ（半）1・・
と表せるものと仮定する。ここで，γは財｛の需要量（＝生産量），P．は財｛
の価格，Pは財の平均価格水準，〃は1企業当たりの貨幣供給（総需要），ε
は需要の価格弾力性（詣手）を意味する。（・〕式は・各財の需要は総需要
と比例的に増加するが，朔対価格が上昇すると減少することを表す｛5〕。
　企業｛の生産関数は，効率賃金理論に基づく生産関数（3）を特定化した形で，
（1O　X＝λ（召（ω、）工，）血　0＜α＜1
と表せるものとする。ここで，エ、は財｛の生産に関する労働投入量，〃，は財
｛の生産に携わる労働者の実質賃金，召I＝召（ω，）はその努力関数，αは労働の生
産弾力性（話争）を意味帆（1・式の生産関数につ川1・∂帆…
∂2γ／∂L，2＜0が成り立つので，労働の限界生産物は正であり逓減現象を示す
ことがわかる。また，逓減の度合はα一1に依存するため，αの値が1に近い程，
労働の限界生産物逓減の度合は小さくなる。なお，生産関数，努力関数の形状
は各企業について同一と仮定する。
　αo式を工．について解き，財の生産＝需要という関係に配慮すれば，企業｛
の有効労働需要関数は，
　　　　　　　　　　1（1け一、（去）（子）7
と表現できる。これは財の需要→財の生産→労働需要→労働雇用というケイン
ジアンによる因果関係を反映したもので，企業の労働雇用は実質賃金だけでは
なく財の需要にも依存することを示す（6〕。
15〕財の需要関数19〕はニュー・ケインジアン・モデルにおいて頻繁に使われるものであるが，家計の
　効用最大化行動に墓づき導出することが可能である。詳細については，嶋村〔1995〕pp．173－177
　を参駄
16〕ニュー・ケインジアン・モデルにおける有効労働需要（effectiΨe　labor　de皿a皿d）の概念について
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　企業｛の利潤は，
　（1葛　II．＝P．γ、一WL、
と定義できる。ここで，w、＝ω，Pは財｛の生産に投入される労働に関する名目
賃金である。（12式に（9）式と（1D式を代入すれば，企業｛の実質利潤π，（＝n，／P）
は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　1（1い一一（与）1てγ）、嵩）川与〔半）7
のように表せる。これより，各企業の利潤は財の相対価格，実質賃金および実
質貨幣供給に依存して決まるものと言える。
　独占的競争下の企業｛は，他の企業が設定する価格すなわち平均価格水準P
を所与と見なして，利潤が最大となるように自己の財価格P，と実質賃金〃．を
決める。
　利潤最大化の1階条件は，（13式より，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　　　　』ll・簑…（㍍亨！叫）λ→（与）τ（半）7一・
（1・∂（箒列一（1一）（与ジ（半）・；召箒）叫）÷1（半）÷一・
となる。まず，ω式から，
召（ω、）一〃、〆（〃、）＝O
が得られ，これは，
　　　召’（ω、ン糾
　（1⑤　　　　　：1　　　　召（ω、）
と書き換えられる。したがって、前節のモデルと同じく，企業｛は最適実質賃
は，　Abd　a皿d　Bem舳ke　〔1992〕　pp，462一壬63，Gordon　〔1993〕　pp．229＝230，Snowdon．V劃口e　and
Wymr岬k〔199迅〕pp－318－320等を参照。
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金を努力の実質賃金弾力牲が1に等しい水準，つまり効率賃金〃、＃の水準に設
定することがわかる。
　次に，㈹式から求められる最適実質賃金ω，＝〃Iホを（1a式に代入して整理する
と，財｛の最適価格は，
（切〃一刈半ジ■剛β
あるいは，
　（18P．＝ガヨ〃o一剛β1・1一｛l1血〕β
のようになる。ここで，
　　　　　　　　　　＃　ε　　　〃、　一⊥　　　　　　1　（19　β＝　　　　　　　　　λ　血　　β＝　　　　α（ε一！）θ（ω，ホ）　　　α十ε（1一α）
である。なお，0＜α＜1，ε〉ユの仮定より，α十ε（1一α）＞1であるから，βは
1より小さい正の値になる。
　この場合，O＜（卜α）β＜1であるから，総需要〃が減少すると，企業は利
潤最大化のため自社の財価格1〕、を引き下げる。ただし，価格の引き下げ率は
総需要の減少率よりも小さい。また，技術進歩が起こると，生産関数ユoのパラ
メーターλの上昇，それゆえ（19式の3の下落が生じるので，O＜αβ＜ユより，
企業は価格を引き下げる。このように，たとえ実質賃金が効率賃金〃、‡の水準
で硬直的であったとしても，それが即，価格の硬直牲を意味するわけではな
い｛7〕
　さらに，（1功式を（9〕式に代入して整理すれば，企業｛の最適生産量は，
臼け一戸（半ジ
例　企繁の最適行動の結果として価格は硬直的になることを説明するには，価格調整費用の存在や利
　潤最大化価格が不変となる条件を考慮する必・要がある。これは第4動で扱う。
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のように求められる。このγを㈹式に代入することから，最適雇用量は，
・け一、（÷）＾イ（半ダ
になる。以上の2式から，企業の生産量および雇用量は総需要にも依存するこ
とがわかる。0＜αβ＜1，O＜β＜1の仮定より，総需要〃の減少は企業の生産
と雇用を縮小させるが，生産と雇用の縮小率は総需要の減少率よりも小さい。
また，・技術進歩はλの上昇，8の低下を意味するので，⑫o式より，企業の最
適生産量は増加する。しかし，剛式を見ても，雇用への影響は明白ではない。
財の生産拡大に伴い労働需要は増加する反面，技術進歩によって労働需要は減
少ずるからである。ただし，βε＞1の関係が成り立てば，技術進歩による労働
需要増加の効果が強く働き，企業の雇用量は増えることになる。
　以上では，ある代表的な企業が他の企業はすべて現在のままで行動を変えな
いという想定のもとで，自己の利潤を最大化する状況について考察した。とこ
ろが，どの企業も類似しており同一の行動をとるから，均衡において各企業が
選択する財の価格，実質賃金は同じになる。つまり，同質的な企業からなる市
場の均衡では，各財の価格P、は平均価格水準Pに等しく，また各企業の設定
する効率賃金刎、＊は同一で平均実質賃金〃幸に一致するから，
　　　　　　　　　　　p　　　　申　。　㈱　只＝1〕（あるいは青＝1）・処＝〃　　｛＝1・…・閉
という関係が成り立つ。
　この関係を（1功式に代入すると，1企業当たりの均衡実質貨幣供給は，
　　　〃　　＿⊥　　　　　　ε　　　が　　　1　㈲　一＝B1一藺　　8＝　　　　　　　　λ■7　　　P　　　　　α（ε一1）召（〃‡）
になり，これより均衡価格
幽　P＝BTT〃
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が得られる。’ただし，以上の8は⑲式のBの〃，ホをがに置き換えたもので
ある。幽式から，均衡では平均価格水準およびすべての財価格は貨幣供給（総
需要）と比例的に変化することが主張される｛8〕。
　次に、㈱武を¢o式に代入して整理すれば，各企業の均衡生産量
㈱　γ＝B「「丁　　｛＝1、＿，．例
を求めることができる二同じく㈱式を刎式に代入して，ω、＊＝〃‡を考慮すれば，
各企業の均衡雇用量は，
　　　　　　1　　＿⊥＿」＿㈱Ll＝、（めいB卜岨　ド王・・肌
のようになる。均衡においては，企業の生産量と雇用量は効率賃金には依存す
るが，貨幣供給て総需要）とは独立に決まることを㈱，㈱式は示す。緒局，貨
幣供給の変化は名目変数を比例的に変化させるだけで、実質変数にはまったく
影響がなく二均衡では「貨幣の中立性」命題が妥当するのである＝9〕。
3．効率賃金と景気動向
　これまで、労働者の努カ（生産性）は実質賃金の永準だけに依存すると仮定
し，企業にとって最適な実質賃金はある特定の効率賃金の水準で硬直的になる
ことを見てきた。しかしながら，現実には，労働者の努力水準は実質賃金だけ
ではなく景気の動向にも影響を受けると思われる。また，実質賃金の水準は景
気と共に変化する傾向もある。そこで，本節においては，労働者の努力は景気
18i平均実質賃金汕‡は効率賃金の水準で一定であるから．W㌧阯＃Pより，平均名1ヨ賃金炉も価
　格Pと比例的に変化する。
19i財市場が独占的競争下にある場合，本節の分析のように，実質賃金を効率賃金の水準で硬直的と
　しても、貨幣僕給聡需要）の変化が価格，生産・雇用に及ほす影響は，実質賃金を偉縮的とした
　独占自搬争モデル1例えば、嶋村〔工995〕）の場合と同じようになる。
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　第3図　努力曲線のシフト
の状態にも影響される可能性を考慮して，これまでの分析を再検討しながら，
効率賃金モデルの一層の拡充を図る。
A．効率賃金の変化
　いま，景気が悪く，多くの失業者が存在するものとしよう。この場合・もし
解雇されても新しい仕事を見つけるのは困難であり，労働者にとって解雇に伴
うコストは大きい。したがって，景気が良く，たとえ解雇されても容易に別の
就業機会が得られる状況と比べ，労働者は不況期にはより懸命に努力を払うと
思われる。景気の悪化につれ，努力曲線は上方にシフトするであろう。
　第3図には，景気が悪く雇用情勢の厳しい状況では，労働者の努力曲線は
0Eからoε、へと上方にシフトする様子が描いてある。このように努力曲線が
シフトすると，効率賃金の水準もシフトする。つまり，努力の実質賃金弾力性
が1となる点，換言すれば実質賃金1単位当たりの努力水準2（〃）／〃が最大と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　303
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なる点は，F点から月点に移る。その結果，効率賃金の水準は〃‡から〆
へと低下することが見てとれる。努力曲線のシフトという点に配慮すれば，効
率賃金理論によって，実質賃金は不況期に低く，好況期に高くなることを説明
できるのである。
　効率賃金の水準自体が変化した場合，これまでの分析はどのように修正され
るべきかを簡単にまとめておく。
　はじめに，第！節Bの「効率賃金の基本モデル」であるが，効率賃金の水
準が低下した場合，これと労働の限界生産物が等しくなる水準まで，企業の労
働雇用量は増加する。第2図で見れば，効率賃金の水準を示す水平な直線は下
方にシフトするので，労働需要曲線との交点はF点より右下に移り，雇用量
は工＊よりも大きくなるはずである。それゆえ，失業の一部は解消される。
　第2節の「独占的競争モデル」において効率賃金の水準が低下した場合には，
労働雇用だけではなく，財の価格，生産も影響を受ける。まず，帥あるいは㈱
式より，各財の価格は下落する。なぜならば，雇用情勢が厳しく労働者はより
大きな努力を払うようになっているのであるから，新しい効率賃金のもとでの
実質賃金1単位当たりの努力水準2（ω、由）／〆は以前よりも高い。したがって，
Bの値は小さくなるからである。また，¢o式から，各財の生産量は増加する。
だが，刎式からは，効率賃金の低下に応じて企業が雇用量を増加させるかどう
かは判明しない。労働の努力水準の上昇は労働需要を抑制する反面，財の生産
拡大は労働需要を刺激するのである。前者に比べて後者の効果が強く作用する
ならば，労働雇用量は増加することになろう。さらに，効率賃金の低下が均衡
における価格，生産量，雇用量に及ほす影響についても，㈱一㈱式より，以上
と同様なことが言える。
B　効率賃金と失業
次に，Summers〔1988〕の方法に倣い，労働者の努力関数を具体的に定式化
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して，景気動向とりわけ失業率が実質賃金や価格，生産，雇用の決定にいかな
る影響を及ぼすかを検討する｛1⑪。
　いま，独占的競争下の代表的な企業｛における労働者の努力（生産性）水準
は，
　吻・，：（〃、一π）由　0〈α＜1
という関数によって与えられると仮定する。ここで，北は当該企業で職を失っ
た労働者の期待実質所得（労働者のいわゆる棲会養角），、は実質賃金引き上
げの労働努力上昇効果を示すパラメーターである。α＝Oの場含には効率賃金
理論は妥当性を持たない。四の値が大きいほど，企業がより高い実質賃金を支
払うことによる労働者の生産性上昇の度含は大きくなる。ただし，α＜1より，
実質賃金の水準が高くなるにつれて，実質賃金引き上げに伴う労働努力の増加
度合は次第に小さくなっていく。
　吻式によれば，労働者の努力水準召，は相対的な実質賃金〃、一瓦の増加関数
として定式化されている。これはケインズの相対賃金仮説，つまり労働者は他
の労働者との相対賃金水準に強い関心を抱くという考え方を反映したものと言
えよう。
　さらに，労働者が職を失った場合の期待実質所得は，
　㈱　尤＝（1一帆）面十刎方　　面〉b
として表せると仮定する。ここで，拠は失業率，面は他の企業の平均実質賃金，
ゐは実質失業手当を示す。現実の失業率が悦であれば，他の企業で新しい仕事
に就ける確率は1一悦，仕事に就けない確率は側と見なせるから，当該企業で
職を失った場合の期待所得は鯛式のように表現できるのである。
　㈲式と鯛式より，労働者の努力水準は企業の支払う実質賃金桝が高いほど
高くなる。これに加え，失業率狙が高いほど，他の企業の平均実質賃金面が
㈹Su皿血ersの分析の詳細については，足立〔ユ994〕の第9章3節を参照。
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低いほど，また実質失業手当bが低いほど，労働者の努力水準は高くなるこ
とがわかる。現在の職を失った場合に予想されるコストが大きければ大きい程，
労働者はより多くの努力を払うと考えられる。
　では，前節の独占的競争モデルの生産関数σ◎および有効労働需要関数ωに含
まれる努力関数2I＝θ（〃、）を，㈱式で与えられる努力関数に置き換えることに
しよう。その場合，㈲式より，企業1の実質利潤は次のように表せる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘　　　　　】㈱πI一（与）H（半）一㌣（与）τ（半ダ
ここで，θ、；（〃，一κ）亜である。
　（14式と同様に，まず，実質賃金〃、に関する利潤最大化の1階条件より，
　　　∂2，〃，　eO　　　　＝1　　　∂μ　召、
が得られる。ゆえに，企業は最適実質賃金を努力の実質賃金弾力性が1になる
効率賃金ωIホの水準に定める。ただし，今度の場合，努力関数を㈲式のように
特定化しているので，効率賃金を具体的に求めることができる。すなわち，㈲
式の2，と∂θ，／∂〃，＝α（ω、一尤r1をeO式に代入して整理すると，効率賃金は，
　　　　ホ　　　北　帥　〃，＝一　　　　　1一α
のように示せる。α＝0で効率賃金理論が妥当しないケースでは，ω、㌧”とな
り，企業は最適実質賃金を労働者の機会費用エに等しい水準に決め乱蜆＞C
のケースでは，〃、‡＞エとなり，企業は実質賃金を労働者の機会賛用よりも高い
水準に設定する。そして，αの値が大きい程，労働者の受け取るプレミアム
（尤を超える額）は大きくなる。
　さらに，帥式に㈱式を代入すると，効率賃金は，
　　　　申　砺一（切一あ）〃
　㈱ψ＝　　　　　0≦別≦1　　　　　　　1一切
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　　第4図　失業率と効率賃金
と表せる。この関係は第4図の右下がりの直線Wとして描ける。例えば，失
業率が物の水準であれば，企業はω1の水準に実質賃金を決め糺失業率刎
が高ければ高い程，企業の支払う効率賃金は低くなる。また，他の企業の平均
実質賃金砺が上昇すると，w線は上方に移動して傾きが急になり，同一の失
業率について効率賃金は高くなる。実質失業手当bの上昇も効率賃金の水準
を高めることになる。それから，実質賃金引き上げによる労働努力上昇効果α
の高まりは，面の上昇と同様で，やはり効率賃金を高める。
　最適価格，最適生産量および雇用量の決定については，努力関数‘、＝召（〃、）
が㈱式で示される点を除けば、前節の場合と同様の結果になる。つまり，財｛
の価格P、に関する利潤最大化の1階条件から，企業｛が設定する最適価格は
（1カあるいは（1魯式によって表される。ただし，（1勃式のβは，ここでは
　　　　　　　　　　　‡　　　 ε 　　 〃　　　　＿⊥　㈱　　8＝　　　　　　　　ホ1　岨λ　曲　　　　　α（ε一1）（ω、一五）
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となり，最適実質賃金（：効率賃金）ω．ホは帥または㈱式で与えられる通りで
ある。この最適価格を財4の需要関数（9）に代入することから，財｛の最適生産
量は⑫o式のようになる。そして，最適生産量を有効労働需要関数に代入すると，
企業4の最適雇用量は刎式と同じ形で示される。
　次に，同質的な企業からなる市場の均衡においては，各財の価格PIは平均
価格水準1〕に等しく，また各企業の設定する効率賃金ω，非は平均実質賃金
〃＃＝面に等しい。この関係を考慮すれば，㈱式より，均衡失業率は，
　　　　　　α㈱ 刎吾二 　　。　　　　　1－b／ω
になる。第4図では，W線と初で水平な線の交点Eが労働市場の均衡点にあ
たり，この点に対応する失業率〃、が均衡失業率である。効率賃金の考え方が
妥当しないα＝0のケースでは桃、＝0になるが，乱〉0のケースでは悦、〉Oとな
る。これは均衡においても非自発的失業が存在することを意味する。それに，
実質賃金引き上げによる労働努力上昇効果αが大きい程，また実質失業手当b
が大きい程，均衡失業率批、は高くなることを㈱式は示す。
　さらに，労働市場の均衡点Eに対応する均衡実質賃金〃‡（＝面）はどのよう
な水準になるのか求めてみよう。まず，今度の場合，βは㈱式のω．出を〃＊に
置き換え，失業率〃を特に均衡失業率刎岳としたものであるから，
　　　　　　　　　　　＊　　　ε 〃　　　＿⊥　　　　　　　　　非㈱B㍉（ε一。）（ωL、）か炉（ト仏）・十ψ
になる。ここで㈱式を考慮すると，8一∬＝ω‡の関係が見られる。以上のB
を1企業当たりの均衡実質貨幣供給を表す㈱式に代入して整理することにより，
均衡実質賃金は，
　　　　　　　　　　　　　　　　1一曲　　1㈱＾寸宇）刈半）「π
として求められる。均衡では，平均価格水準は貨幣供給と比例的に変化するか
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ら，実質貨幣供給〃Pは一定である。したがって，実質賃金は非自発的失業
が存在するにもかかわらず下落せず，硬直的になることがわかる。
　なお，均衡価格と均衡生産量は葡節の分析と同じく，それぞれ¢φ式と㈱式に
よって与えられる。また，均衡雇用量は㈱式の2（〃ホ）を（〆一κ）咀で置き換え
た形で表せる。
4．価格の硬直性
　以上の1－3節においては，効率賃金理論に基づき，実質賃金の硬直性の問
題に焦点を含わせてきた。その際，実質賃金の硬直性それ自体は財価格の硬直
性を意味するものではないから，価格は伸縮的に変化するものとして扱ってき
た。
　しかし，ニュー・ケインジアンは価格についても硬直性を主張する。実際，
ニュー・ケインジアンという用語は，1980年代の中頃，名目価格の硬直性に堅
固なミクロ的基礎を提供しようとする新しい理論に対して使われたのであるω。
もし価格が硬直的であるならば，総供給曲線はフラットになるので，貨幣供給
（総需要）の変動は生産や雇用などの実質変数に大きな影響を及ぼすことにな
ることが容易に推察できる。
　価格の硬直佳を説明する代表的なニュー・ケインジアンの理論としては，メ
ニュー・コスト理論が挙げられる（ユ易。これは独占的競争モデルにメニュー・コ
ストの存在を加味した考え方である。ここで「メニュー・コスト」とは，価格
の変更に伴う諸々の費用つまり価格調整費用をさす。明示的には，新しいメ
ニューを印刷する費用，商品の値段の付けかえに要する費用，価椿。リストやカ
（1l〕S・。池・、V・・“・dW『岬岬k／1994〕P・岬
02　メニュー・コスト理論については，Ma，kiw〔1985〕．Aker』。f二ndYdle、〔1985〕，長ot。皿berg
　〔1987〕．創帥ch副rdmdKiyotaki（ユ98ア〕，B劃11罰ndRonler〔1990〕等を参照。なお，以下のメ
　ニュー・コスト理論に関する論述は嶋村〔1995〕1こよる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　309
　110　　　　　　　　　　　　早稲田商学第366・367合併号
タログを新しいものにかえて顧客や販売スタップに配布・周知するための費用
などがこれにあたる。加えて，頻繁な価格変更（とりわけ値上げ）による顧客
の信用失墜，価格競争を誘発する危険性などの潜在的な費用も広くはメ
ニュー・コストに含まれる。
　さて，メニュー・コストが存在する場合，独占的競争下にある企業の価格設
定ルールは，
　　　π，（汽I）一π、（p，O）＞2⇒価格の変更
　㈱
　　　π、（P，1）一π、（P，o）＜2⇒価格の維持
というように表せる。π，（・）は企業｛の実質利潤，1・、oは当初の利潤最大化価格，
P，1は需要変化後の新しい利潤最大化価格，2はメニュー・コストである。帥
式の左辺は，企業｛が財1の価格を当初の水準P，oから新しい利潤最大化水準
只1に変更することによって生じる利潤の増加を示す。価格調整の利益ないし
は価格硬直化のコストを意味する。右辺のメニュー・コストは価格調整のコス
トにほかならない。
　例えば，貨幣供給（総需要）の変化が起こったとき，価格調整の利益が価格
調整のコストを上回るならば，企業は価格を新しい水準只1に変更する。そう
することにより，たとえメニュー・コスト分を負担したとしても，利潤の増加
が可能になるからである。けれども，価格調整のコストが価格調整の利益を上
回ってしまうようであれば，価格の変更はかえって利潤を低下させるので，企
業は当初の価格1・…oをそのまま維持する。
　ところで，実質利潤関数π、（P，o）を新しい利潤最大化価格只1を中心にテー
ラー展開し，それを2次の頃までで近似すると共に，π、’（只1）＝0の関係に配慮
すれば，㈱式の左辺は，
　　　　　　　　　　　　1㈱π、（P、’）一π，（則＝一一π、仰）（P、」P，O）2
　　　　　　　　　　　　2
のように表現できる。企業の価格調整の利益は2次のオーダーであり，その大
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きさは片1における利潤関数の2次の微分係数π、”（剛と，利潤最大化価格の乖
離の2乗（只LPI。）2に依存して決まる。
　仮に，実質利潤関数が利潤最大化価格の近傍でフラットであれば，π”（片1）
の値は小さい。また，変化前と変化後の利潤最大化価格が近い水準にあれば
（1・．1－P．o）2の値も小さい。このような状況では価格調整の利益はごく僅かであ
り，たとえメニュー・コストが小さな値であったとしても，企業は価格の調整
を行わず，当初の価格を維持する可能性は高くなる。企業の各垂南去行動の結
果として，価格硬直性の現象が生じるのである。
　次に，価格硬直性の現象を企業の価格形成方式の観点から考えてみる。独占
的競争下の企業｛は，限界収入〃泥、と隈界費用〃qが等しくなる水準に生産
量を決めることで最大の利潤を実現する。すなわち，利潤最大化条件は，
　e9　〃R、＝〃C、
と書くことができる。
　ちなみに，第2節のモデルに戻れば，19）式から導かれる逆需要関数
　　　　　　］　　1　　E－1　㈹　只＝γ■τ〃τ戸7
に生産量γを乗じることにより，企業4の総収入は，
　　　　正一1　　1　　｛一1
　丁況、＝x・〃・P正
と表せる。それゆえ，限界収入は，
　　　　　ε一1　＿⊥　⊥　三±　ω　〃R、：　　　γ亘〃亘p巨
　　　　　　ε
のように示せる。一
　企業｛の総費用γqは，労働費用w五、＝ωμ、のみである。企業は実質賃金
ω、を効率賃金〃Iホの水準に決めること，有効労働需要関数はω式で与えられ
ることを考慮に入れると，総費用は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　311
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1・一茄げ）÷
と表せる。これより，限界費用は，
　　　　　　〃＊1・1　一⊥　旦　牡a　〃C、＝　　I　　　　λ　直X　凸　　　　　　召（糾＃）α
になる。
　以上の限界収入ωと限界費用幽を利潤最大化条件㈱に代入し，γについて
解けばそれが最適生産量である。これは先の臼o式によって与えられる。さらに，
このγを逆需要関数㈹に代入して整理すれば，企業が設定する財｛の最適価
格1〕、が求められる。それは（渇式の通りである。
　ただし，ここでは，企業の価格形成方式を導くため，限界収入や限界費用
を別の形で表現する㈹。まず王限界収入ωは逆需要関数㈹を考慮すると，価格
P，と需要の価格弾力性εを用いて，
鯛楓一只（÷）
のように表せる。もちろん，この限界収入の表現は特定の需要関数（9〕について
のみ成り立つのではなく，広く一般に妥当するものである。そして，㈱式を㈱
式の利潤最大化条件に代入し1・、について解けば，
り一（、三、）・・
　　　　　　　　　　1＝（工十榊）〃C，　伽＝
　　　　　　　　　　ε一1
という関係を得る。これは企業の利潤を最大にする価格の形成方式を表す。
仁3以下の論述については，Hall　a口dTaylor〔ユ99ユ〕pp442－445，Ro皿er〔工993〕、Snowdo皿．Vam
　a．d　W岬rc．yk〔ユgg4〕pp．302－303等を参照。
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　上式において，、伽は価格が限界費用をどんな割合だけ上回って設定される
φかを示すマークァップ率を意味する。なお本稿で偉，ε＞1を仮定している
ので，伽は負値をとらない。もし財市場が完全競争の状態にあれば，揮々の
企業にとって需要の価格弾力性は無限大（ε＝・。）となるので，uマークアップ
率榊はゼロ，つまり価格は限界費用に一致する。しかし，独占的競争の状態
では，需要の価格弾力性は有限の値であり，マークアップ率は正になる。企業
は利潤最大化価格を限界費用よりも高い水準に設定する。価格が限界費用をど
れだけ上回るかはマークアップ率物の大きさに依存する。企業の独占度が高
く需要の価格弾力性εが小さければ小さい程，マークアップ率伽は高くなり，
価格は隈界費用からより大きく乖離した水準に設定される｛I4。
　さて，幽式のマークアップ価格形成方式を見れば，貨幣供給（総需要）が減
少した場含，たとえ限界費用〃C、の低下があったとしても，需要の価格弾力
性εが下がり，限界費用の低下効果を相殺するようなマークアップ率物の上
昇が起こるとすれば，企業の設定する価格只は不変に留まることがわかる。
あるいは，本稿で仮定してきた卓う・に，需要の価格弾力性εは一定で，マーク
アップ率が安定しているのに加え，限界費用一〃0、も∵定であるならば，企業
が利潤最大化をめざして設定する価格P、は硬直的になるとも言える。
　ところで，先に触れた通り，効率賃金のもとで9）総費規は．Tc、＝ω、ホ肌、と与
えヶれるから，これより限界費用は
　　　　　　がp　鯛　〃C＝　I　　　　I　〃Pz
のように示せる。ここで，〃LIは財｛の生産に関する労働の限界生産物を表
す・・個々の企業にとって平均価格水準P、は一定である。また，実質賃金は効
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　P一一Mc04　例えば，「ラーナーの独占度」は禾蝸最大化条件〃R、二戸．（卜一）＝〃qより、　」　　I＝一と表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E　　　　　　　　只　される。つまり，需髪の価格弾力性の逆数である。
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率賃金ωI＊の水準に設定され，生産や雇用が変動してもそのまま維持される。
したがって，利潤最大化を実現する水準の近傍において，労働の限界生産物逓
減の度合がごく小さければ，労働の隈界生産物〃〃．の変動はほんの僅かで，
㈱式から，隈界費用〃0、はほぼ一定になることが主張できる。このように限
界費用が一定ならば，マークアップ方式ωによると，企業は需要の価格弾力性
に変化がない隈り，価格を一定に維持することになる。
5．総需要の変動の効果
　古典派的な経済学が仮定するように，賃金・価格が完全に伸縮的に変化する
のであれば，たとえ貨幣供給（総需要）に変動があっても，それはすべて賃
金・価格の変化によって吸収され，生産や雇用などの実質変数は不変に留まる。
いわゆる「貨幣の中立性」が成り立つ。総需要の変動がマクロ経済に対して実
質効果を持つためには，賃金や価格の硬直性が必要とされるのである。
　本稿では，賃金・価格の硬直性をミクロ経済学的に基礎付けることを試み，
合理的な経済主体の最適行動の結果として賃金や価格は硬直的になりうること
を明らかにしてきた。具体的に言えば，効率賃金理論に基づき実質賃金は効率
賃金の水準において硬直的になることを，またメニュー・コスト理論および
マークアップ価格形成方式に基づき価格は現行の水準で硬直的になることを示
した。このように実質賃金および名目価格（それゆえ，名目賃金も）が硬直的
な状況のもとでは，総需要の変動は経済にいかなる影響を及ぼすのであろうか。
財市場と労働市場の相互作用を考慮しながら，総需要の変動の効果を主に図形
を用いて分析してみよう蝸。
　なお，以下のニュー・ケインジアン・モデルは，賃金と価格の両方を硬直的
蝸　本節の図形分析は、Gordon〔1993〕chapter8のモデルを応用したものである。また，Abe1and
　Bemanke〔ユ992〕ch繧pter12．Snowdon，Vane帥d　Wynarczyk〔1994〕chapter7にもGordonと同
　様の図が見られる。
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と仮定する点で「固定価格モデル」と軌を一にする｛1⑤。ただし、固定価格モデ
ルでは賃金・価格の硬直性の帰結だけを検討するのに対して，ニュー・ケイン
ジアンの経済学はこれまでに明らかにした通り，賃金・価格の硬直性の合理的
な．理由も提示する点で一歩進んだものと言える。
　さて，第5図の（a）には，先の第2図と同じく，労働供給曲線∫止と労働需
要曲線1）止が描いてある。1⊃エ曲線は実質賃金を効率賃金〃＊の水準に決めたと
きの労働の限界生産物を表す。労働の供給曲線と需要曲線が交差するE点が
競争均衡点にあたり，均衡実質賃金はω、，均衡雇用量はL、である。図（b）に
おいて，珊線は短期総供給曲線を意味する。独占的競争下のメニュー・コス
トの存在ならびにマークアップ価格形成によって，財の価格は現行の水準〆
で一定になるため，総供給曲線A∫は〆の高さで水平な直線として描かれる。
完全雇用実質Gw（γ、）で垂直な“∫線は長期総供給曲線である。
　当初，総需要曲線は〃の位置にあるものとすれば，財市場の均衡は図（b）
のE点で成立し，実質GNPは完全雇用水準γ、に決まる。このγ、に対応す
る有効労働需要は均衡雇用量L苗である。ただし，企業は利潤最大化を図り実
質賃金を効率賃金ω＊（≧ω、）の水準に設定している。それゆえ，企業は図（a）
の競争均衡点Eではなく，E’において雇用をL、の水準に決めると見るべきで
ある。当初の均衡においても，五亜一工、の非自発的失業が存在するαア。
　ここで，以上のように企業が効率賃金を維持する場合，独占的競争下の財市
場の影響を受けて，企業は労働需要曲綾D工から乖離することになる点を明ら
㈹　固定価1格モデjレについては，Clowr〔1965〕、BamandGrossmm〔I976〕，M邊1inwud〔1977〕
　等を参照．。
11司標準的なケインズ派モデル（例えば，嶋村〔199］〕を参照）では，ケインズに従い古典派の第1
　公準を認め，雇用は実質賃金と労働の隈界生産物が一・致する水準に決められるとする。つまり・企
　業は労働需要麹線上に位置すると見なす。しかし，これは完全競争を前提とした繕論であり，本稿
　のニュー・ケインジアン・モデルのように不完全競争を仮定する場含には，古典派の第／公準は妥
　当竹を失う。
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かにしておく。
　財市場が独占的競争の状態にあるときには，企業の利潤最大化条件（限界収
入＝限界費用）は労働の限界収入生産物＝名目賃金と表せる。この条件を前節
の枠組みのもとで示すため，㈱式に㈱式と㈹式を代入すると，
ぺε…1）・・ムー柳
のように表現される。ここで，実質賃金は効率賃金〃，＊の水準に設定されてい
る。さらに，上式の両辺をPで割れば，
㈹÷（ε…’）・蝋イ
という関係を得る。企業は実質値で見た労働の隈界収入生産物（左辺）と効率
賃金（右辺）が等しくなる水準に雇用量を決めるのである。
　もし財市場が完全競争であれば，各企業の財価格は平均価格水準に等しく
（け需要の価格弾力性は無限大である（1叫それゆえ・与（ε…1）
＝1になり，㈹式は〃肌、＝ぺとなる。したがって，第2図の場合のように，
企業は効率賃金ω、＃で水平な直線と労働需要曲線λとの交点で雇用量を決定
する。
しかしながら・独占的競争の状態では・与（ε…1）・1で狐与（ε…’）
がユより大きいか小さいかによって，㈹式の左辺は労働の限界生産物〃κ，よ
り大きくも小さくもなる。仮に貨幣供給が高い水準にあれば，企業が設定する
財｛の相対価格汽／1〕は高くなるu8。その結果，労働の限界収入生産物は限界
生産物よりも大きくなる。これが第5図（a）におい、て，企業の初期雇用点ε’
が労働需要曲線Dエ上のE点よりも上にくる理由である。言い換えると，、財の
需要を考慮に入れた舌劫労働需要曲線は，曲線1）工をE’点を通るように上方に
虹8　第2節のO司式を見よ。
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シフトさせたものに等しいから，これと効率賃金ω＃が一致するE’点におい
て雇用は決定されるのである。
　さて，貨幣供給（総需要）が減少して，総需要曲線は第5図（b）の〃から
刈）1へと左方にシフトしたとする。新しい均衡点は水平の短期総供給曲線A∫
と〃1曲線が交差するK点に移る。たとえ総需要が減少しても，メニュー・
コストの存在やマークアップ価格形成のため，企業は価格を〆の水準から下
げず，一定に維持する。このため，需要の減少は大幅な生産の減少を引き起こ
すことになり，実質GwはKからγ1へ低下する。
　生産の減少は有効労働需要を削減する。γ1の実質0wに対応する有効労働
需要は図（a）のL］量であるとしよう。その場合，労働雇用量は当初のエ、から
五1へ減少する。だが企業は雇用量を減少させても，効率賃金の水準は変えず
一定に維持する。したがって，企業の雇用点はω＊の高さで水平な直線上のE’
点からK点へと移動する。これに伴い，非自発的失業は乙、一Liの大きさに増
える。ここで，K点は労働需要曲線1）エ上の∫点よりも下に位置する。総需要
の減少により，財の相対価格P／Pが低下したため，労働の限界収入生産物は
限界生産物を下回るからである。あるいは，財需要の減少を考慮に人れた有効
労働需要曲線は，κ点を通過するように曲線D。を下方にシフトさせたものに
一致するから，これと効率賃金〃非が等しくなるK点において雇用は決定さ
れると言ってもよい。
　このように，短期的に見れば総需要の減少は生産や雇用を滅少させ，失業を
増大させる。賃金と価格が総需要の減少にもかかわらず硬直的で下がらないた
め，生産・雇用の減少が起こるのである。賃金・価格の硬直性が生産や雇用の
変動要因となり，短期的には貨幣の中立性は成立しないのである。
　しかしながら，本稿のニュー・ケインジアン・モデルにおいても、長期的に
貨幣は中立的である。第5図に戻ると，経済はκ点に永く留まることはない。
κ点では財の需要は完全雇用GNPを下回り，財市場には価格を引き下げる力
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が働く。また，失業が存在するため，労働市場では賃金の下方圧力が強まる。
その結果，企業は徐々に価格を下方に変更し，これに応じて短期総供給曲線は
下にシフトしていく。経済は総需要曲線刈〕1上をκ点からE1点に向かって
移動し，ついにはE1点に到達する。長期的に見ると，総需要の減少により財
市場の均衡点はEからE1に移る。総需要の減少と同じ度合で価格水準が低下
するだけで，実質Gwは当初の完全雇用水準篶と同じになる。このγ、に対
応する有効労働需要は均衡雇用量L苗であるから，労働市場においても，雇用
は当初の水準に戻ることになる。
　なお，第3節で述べたように，効率賃金の水準も景気の動向に応じて変化す
ると考えられる。しかし，長期均衡点凪では当初と同じ雇用状態になるので，
効率賃金の水準は当初の〃＊に戻ると見てよい。それゆえ，効率賃金の水準が
均衡実質賃金帖まで下がらない限り，新たな長期均衡においても非自発的失
業は残る。
　ただし，長期的には貨幣は中立的であるとしても，新しい長期均衡に到るま
でには相当の時問を要する。効率賃金の水準で実質賃金は硬直性を示すし，メ
ニュー・コストの存在やマークアップ価格形成により価格も現行水準において
硬直性を示す。したがって，適当な時間内で，総需要の変動の影響を吸収する
程十分に賃金・価格が調整されることを期待するのは難しい。総需要曲線
λDlを当初の刈）に引き戻すような総需要拡大政策が望まれるゆえんである。
　最後に，従来のケインズ派モデルとの相違について一言述べておく。標準的
なケインズ派モデルでは，名目賃金を硬直的と仮定して，雇用は労働需要曲線
上で決まるとする。この場合，景気が良く価格水準が高い時期に実質賃金は低
くなり，逆に景気が悪く価格水準が低い時期に実質賃金は高くなる。つまり，
実質賃金の動きは反景気循環的なものになってしまい，現実性に乏しい。けれ
ども，本稿のニュー・ケインジアン・モデルでは，実質賃金は硬直的ないしは
正循環的にゆっくり動くとされており，現実性がより高まっている。また，賃
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金・価格の硬直性について，経済主体の最適行動に基づき合理的な説明がなさ
れている点で，従来のケインズ派モデルよりも優れている。
ま　と　め
　以上，本稿の分析では効率賃金理論を核にして，ニュー・ケインジアンの経
済学に立脚しながら，賃金，雇用・生産および価格はどのように決定され，い
かなる特徴を示すかを明らかにした。主要な検討内容は次のように要約できる。
　はじめに，効率賃金理論の骨子を説明した。労働者の生産性は実質賃金の増
加関数であり，その場合，利潤最大化をめざす企業は実質賃金を効率賃金の水
準に固定化する。そして，この効率賃金が労働の限界生産物（労働需要）と等
しくなる水準に雇用量を決定する。したがって，効率賃金理論によれば，賃金
硬直牲と非自発的失業の併存現象は企業の最適行動の観点から解明できる。
　次に，効率賃金と独占的競争に基づくAker1ofandYe1len〔1985〕型のモデ
ルを構築して，最適な賃金，価格ならびに雇用・生産を求めた。実質賃金は効
率賃金の水準で一定に維持されるが，雇用，財の価格および生産は短期的には，
貨幣供給（総需要）が減少するといずれも低下する。しかし，均衡においては
「貨幣の中立性」が成り立つ。
　さらに，効率賃金の水準は常に一定ということではなく，景気の動向と共に
変化する可能性を考察した。景気が悪くて雇用情勢が厳しい時期には，労働者
はより高い努力を払い，効率賃金は低くなる。また，Summers〔1988〕の定式
化に従うと，効率賃金は失業率の滅少関数として表せる。そして，均衡におい
て，非自発的失業が存在するが，実質賃金は下がらずに硬直性を示すことを明
らかにした。
　しかし，実質賃金の硬直性それ自体は財価格の硬直性を意味するものではな
い。企業の最適行動の結果として価格が硬直的になることを言うには，価格調
整費用の存在や限界費用・マークアップ率の安定性を考慮に入れる必要があり，
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メニュー・コスト理論およびマークアップ価格方式に焦点を合わせ，
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性め理由付けを行った。
おわりに， 実質賃金が効率賃金の水準で硬直的であると同時に，価格も現行
水準で硬直的な経済において， 総需要の減少は生産および雇用をいかに滅少さ
せるかを，財市場と労働市場の関連性を考えながら明らかにした。その際，独
占的競争のもとでは，企業は労働需要曲線から乖離することになる点もミクロ
経済学的に解明した二
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